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１．当 期 の 業 績 の 概 要 

 
 

 当期におけるわが国経済は、企業収益が改善し、設備投資が増加するなど、景気は回復

して参りました。 

 情報通信分野におきましては、ブロードバンドアクセスサービスの急速な進展や技術革

新を背景にした、インターネット・ＩＰ電話・映像サービスを一体的に提供するトリプル

プレイ、さらには、携帯と固定を融合したＦＭＣサービスの登場など、市場環境が激しく

変化しております。また、成長著しいブロードバンド市場におきましては、純増数で光ア

クセス回線がＡＤＳＬを上回るなど、光ブロードバンドの普及が本格化して参りました。

一方、固定電話市場では、ＩＰ電話およびドライカッパを利用した直収電話サービス等の

普及によって、基本料等を含めた競争が激化し、従来にも増して厳しい事業環境となりま

した。 

 このように市場・競争環境が目まぐるしく変化する中、当社は平成１７年度を「２０１

０年までに１５００万のお客様に光アクセスサービスをご利用いただく」という目標を掲

げたＮＴＴ西日本グループ中期ヴィジョンを実現するための“第一歩”を踏み出す重要な

年度と位置づけ、光アクセス回線及び光ＩＰサービスの飛躍的拡大に向けた魅力ある新サ

ービスの提供、セキュリティ機能など付加価値の高いソリューションビジネスの推進、更

には、西日本グループトータルでの業容拡大等、具体的には、以下の取り組みを積極的に

実施して参りました。 

 

①ブロードバンドビジネスの展開 

ⅰ．ブロードバンドアクセスサービスの充実 

 光アクセスサービスにつきましては、平成１２年１２月から試験提供を行い、平成

１３年８月より「Ｂフレッツ」として本格提供を開始いたしました。その後、お客様

の多様化するご要望にお応えするため、平成１７年３月には、ＩＰｖ６を利用した高

品質なテレビ電話機能やセキュリティ機能を標準装備した「フレッツ・光プレミアム」

のサービスを開始し、「ひかり電話」や映像サービスを組み合わせたトリプルプレイに

よる販売拡大に取り組んで参りました。 

また、従来から実施しておりました「フレッツ光」の期間限定月額無料キャンペー

ンに加え、「フレッツ・光プレミアム ファミリータイプ」または「Ｂフレッツ ファ

ミリー１００タイプ」が最大で１年間特別料金となる｢光ぐっと割引｣の提供や初期工

事費無料等各種キャンペーンを実施するとともに、光通信サービス即決管理システム

（ＡＱＲＯＳ：アクロス）の導入によるリードタイム（申込み～開通）の期間短縮、

更にはお客様に安心してご利用いただけるよう２４時間対応のサポート体制等、お客

様ニーズに対応したサービスの提供に努めることにより、本格提供開始以来４年８ヶ

月で施設数１５０万回線を突破いたしました。 

さらに、ＡＤＳＬサービスにつきましても、より多くのお客様にご利用いただくた

めに、新規にお申し込みいただいた方を対象とした期間限定の｢1 年間最大半額キャン

ペーン」等を実施し、積極的に販売活動を展開して参りました。 

 

 

ⅱ．ブロードバンドアプリケーションサービスの充実 

光ＩＰ電話サービスにつきましては、大口法人向け、マンション向けと、順次提

供を進め、平成１７年５月から戸建住宅向けの「ひかり電話」の提供、平成１８年

３月には、中小規模事業所向けに最大８チャネル、３２電話番号までご利用可能な
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「ひかり電話オフィスタイプ」の販売を開始（平成１８年５月サービス提供開始予

定）するなど、サービスのラインナップを拡充して参りました。また、多くのお客

様にご利用頂けるようエリア展開についても積極的に取り組んで参りました。 

加えて、サービスの更なる利便性向上のために、「ひかり電話」には、１契約につ

き２回線分の同時発着信を可能とする「複数チャネル」サービスや１契約につき最

大５つの電話番号を利用できる「追加番号」サービスを、「ひかり電話ビジネスタイ

プ」には、「ＩＰセントレックス機能※」の対応端末としてモバイルＩＰ電話端末を

追加するなど、機能の拡充にも取り組んで参りました。 

公衆無線ＬＡＮサービスの「フレッツ・スポット」につきましては、エヌ・ティ・

ティ・ブロードバンドプラットフォーム株式会社が提供する共用無線ＬＡＮ設備の

活用を積極的に進めるとともに、ＮＴＴ東日本との相互ローミングサービスの提供

も開始するなど、お客様により広いエリアで便利にご利用頂くための取り組みを行

って参りました。 

ＩＰｖ６に対応したアプリケーションサービスにつきましては、平成１７年８月、

「フレッツ・光プレミアム」および「フレッツ・ｖ６アプリ」をご利用のお客様向

けに、デジタルカメラを使って撮影した画像や資料等大容量データを安全に保管・

共有できる「フレッツ・ｖ６マイディスク」の提供を開始いたしました。 

ブロードバンドコンテンツの配信の分野では、「フレッツ・スクウェア」におきま

して、宝塚歌劇団、ウォルト・ディズニー・ジャパン株式会社、株式会社ポケモン

等との協業によるフレッツサービスならではの魅力的なコンテンツの配信等に加え、

フレッツ光の広帯域性を活かした“マルチアングルコンテンツ”および“高品質コ

ンテンツ”を配信するブロードバンドサイト「ｖ６ステージ」を提供して参りまし

た。 

また、Warner Bros.Inc、東宝株式会社等との協力により、光ブロードバンドを利

用し、ＤＣＩ仕様準拠によるデジタルシネマを複数の商業用映画館にネットワーク

配信し、継続的に常態上映するという形態では世界初となるトライアル「４Ｋ   

Ｐｕｒｅ Ｃｉｎｅｍａ」を実施し、商用提供に向け、多くの成果を得ることがで

きました。 

※標準的なＰＢＸ機能をＩＰ電話網のサービスとして提供する機能 

 

②ソリューションビジネスの展開 

法人向けの光ＩＰ電話サービス「ひかり電話ビジネスタイプ」と３Ｇ携帯電話／無線

ＬＡＮデュアル端末などの携帯電話端末を組み合わせ、固定と移動、音声とデータを統

合したユビキタスなオフィス環境を、スピーディーかつ低コストで導入可能な「モバイ

ルＩＰセントレックスソリューション」を「Ｎ．ｐｒｏｓｏｌ（エヌプロソル）」の新

たなラインアップとして提供開始いたしました。 

セキュリティ関連サービスとしては、個人情報保護法の施行等に伴い情報セキュリテ

ィ対策に悩みや不安を抱える企業様や自治体様向けに、組織内部からの機密情報の不正

持ち出しや紛失･盗難などによる情報漏えいを防止する「シンクライアント・トータル

ソリューション」を提供開始いたしました。 

また、昨今の情報漏えい・個人情報保護対策として注目を集めている生体認証（バイ

オメトリクス）の技術とＮＴＴサービスインテグレーション基盤研究所が開発したＩＣ

カード｢ＥＬＷＩＳＥ－ＣＡＲＤ」を組み合わせた｢バイオメトリクス対応 ＩＣカード
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セキュアシステム」を提供開始いたしました。本システムを導入することで、複数拠点

をネットワークで結んで構築・運用している業務システムなどにログインする際の認証

を強化することが可能になりました。 

さらに、データファイルのみならず、Web ブラウザを活用したシステムで表示される

コンテンツ情報にもセキュリティ対策を施したいというお客様ニーズにお応えするた

め、Web ブラウザに表示されるコンテンツの閲覧、保存、印刷などを制御することで、

社内 Web システムにおける顧客の個人情報などの重要情報を保護する「Web コンテンツ

保護サービス」を提供開始いたしました。 

イーサ系サービスの付加価値サービス充実に向けては、従来より定めている「サービ

ス品質保証制度（SLA：Service Level Agreement）」への更なる高信頼性ニーズにお

応えするため、該当ネットワークサービスの稼働率についてサービス品質保証をする

「稼働率ＳＬＡ」を追加するとともに、ＬＡＮ環境内の複数機器をトータルかつ安価に

監視して欲しいというご要望にお応えするため、「インライン監視」に「複数機器監視

機能」を新たに追加し、月額利用料についても見直しいたしました。 

その他、専用線やイーサ系サービスなどビジネス系アクセスサービスを多数ご利用頂

いているお得意様企業に対しては、ご利用いただく回線の種類やエリアに関わらず、

「大量・多地点回線の円滑な開通」、「迅速な故障対応」及び「アフターサービスの充実」

など、ご注文からご提供、安定的な運用までを一元的に対応することで、サービス品質

の向上を図り、安心・安全・信頼のサービスをご提供する「ビジネスサービスセンタ」

を開設いたしました。 

    

③ＮＴＴ西日本グループによる業容拡大 

株式会社エヌ・ティ・ティ ネオメイトにおきましては、株式会社ネットマークスと

の協業により、既存ＰＣのハードディスクを取り外し、シンクライアント専用モジュー

ル「ＮＢＯＲＮ（エヌボーン）」を実装することによって、既存ＰＣを有効活用してシ

ンクライアント化するビジネスを開始いたしました。 

また、従来の「ＡＱＳｔａｇｅ（アクステージ）ＰＦ ＩＰコールセンタサービス」

に、グリッド技術を用いることで、コールセンタに保管する個人情報を個人が特定でき

ないように霧散化した上で複数サーバに分散保管する等のセキュリティ機能を強化し、

人的な個人情報流出や災害等によるシステム障害からの個人情報喪失などのリスク回

避を実現するＩＰコールセンタサービスの提供を開始しました。 

さらに、ＮＴＴ東西のフレッツサービスとＩＰ上に仮想的にＬ２（レイヤ２）を構築

できる機器（ＩＰカプセリング機器）を組み合わせることで安価にイーサネットＶＰＮ

を構築できる「ＡＱＳｔａｇｅ広域イーサネット・イージーＬＡＮ」サービスの提供を

開始しました。 

加えて、地面を堀削することなく、“超音波”を使って、見えない部分のひび割れ位

置・度合いを診断するコンクリート電柱劣化診断装置（ポールテスタ）※の開発・製品

化により痛んだ電柱だけを効率的に取替えることが可能になりました。（※平成１７年

第３８回電気通信産業功労賞受賞） 

一方、株式会社エヌ・ティ・ティ マーケティングアクトにおきましては、急速に進

む高齢化社会を背景に、一人暮らしの高齢者宅にセンサーを設置し、離れて暮らすご家

族やケアマネージャーが高齢者の日常生活をパソコン等で確認できるとともに、異常検

知時には登録されている連絡先へメールで通知する、独り暮らしの高齢者を遠隔から見

守るサービス「ＡＣＴＯＳみまもりｅｙｅ」を国の自治体や介護事業者、ご家族へ提供

開始いたしました。 

また、株式会社 NTT アプリエおよび大日本印刷株式会社と共同でブロードバンド回線

と無線ＩＣタグを組み合わせた福祉施設運営支援システム「ＡＣＴＯＳキットタグｄｅ

おまもりメニュー」を開発し、ＮＴＴマーケティングアクトグループ各社から主に福祉
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施設・幼稚園・保育園向けのソリューションパッケージとして提供を開始いたしました。 

さらに、地域の店舗・事業者様の集客・売上拡大に向けたソリューションとして、地

域ポータルサイト「ＡＣＴＯＳ ｅ－まち知ろう」や、二次元コードと携帯電話を活用

し自社の会員へのタイムリーなメールやクーポンの配信などが可能となる「ＡＣＴＯＳ

モバイルＣ」などのサービスも引き続き提供するとともに、近年ネット上のコンテンツ

として注目されている SNS（ソーシャルネットワーキングサイト）機能を活用した新た

なビジネスモデルとして、人材紹介ビジネスと SNS を融合した「キャらリア」を開設い

たしました。 

 

④固定電話サービスの取り組み 

ドライカッパを利用した直収電話サービスが普及する中、ＮＴＴ西日本の電話サービ

スを引き続きお客様にご利用いただくため、複数回線の電話料金を一括してお支払いい

ただいているお客様に対して基本料（回線使用料）の割引を実施するなど、料金の低廉

化に努めて参りました。 

また、「ナンバー・ディスプレイ」につきましては、「かかってきた電話が誰からの電

話なのかを知りたい」といったご家庭での電話の利用ニーズと合致したサービスである

とともに、ビジネスシーンでの電話受付業務におけるお客様サービスの向上等に貢献で

きるサービスであることから、多くのお客様にご利用いただき、本格サービス提供開始

より約７年で契約回線数が５００万回線を突破いたしました。 

 

⑤ＣＳＲの推進に向けた主な取り組みについて 

ＮＴＴ西日本グループのＣＳＲは、お客様・地球環境・地域社会に対する「社会的価

値の増大」、株主の皆様に対する「経済的価値の増大」、社員に対する「人間的価値の増

大」を図ることにより、企業価値を高めていく「価値創造」活動であると考えており、

更なるＣＳＲ活動の推進を図るため、従来の取り組みである社会貢献活動・地球環境保

護活動および情報セキュリティなどの各種推進委員会を横通しする社長直轄の「ＣＳＲ

推進会議」を設置するとともに、ＣＳＲ活動報告書の発行やＨＰでの情報公開、さらに

は、全社員を対象としたＣＳＲの意識調査等を実施して参りました。 

なお、具体的な取り組みについては、以下のとおりです。 

 

ⅰ.企業倫理の確立に向けた取り組み 

ＮＴＴ西日本グループでは、従来から「企業倫理の確立」に向けた取り組みを積極的

に展開してきたところですが、更なる浸透と定着に向け、昨年度に引き続き、経営トッ

プ層をはじめ、全社員を対象とした研修、また、浸透度合いを検証するための意識調査

の実施等、各種施策の展開により、公私を問わず高い倫理観の醸成と不正・不祥事を起

こさない組織風土づくりを推進して参りました。 

 

ⅱ.地球環境保護の取り組み 

環境関連法およびＮＴＴ西日本グループ地球環境憲章のもと、ＮＴＴ西日本グループ

として一体となり、環境負荷の低減・法令遵守等の環境保護活動を推進して参りました。

今年度の特徴的な取り組みとして、京都議定書の発効に伴って政府が開始した国民運動

「チーム・マイナス６％」を、社内における地球温暖化防止に向けた企業文化の定着化の機会

と捉え、本運動に参加するとともに、夏期の取り組みとして全社員の省エネ意識の徹底を

図るための施策「サマー２８推進」（「夏の適正冷房(28℃)の徹底」や「夏の軽装の奨

励」等）を実施するとともに、冬期においても「冬の適正暖房(20℃)の徹底」等に取組

み、各種節電施策を通して電力使用量の削減に努めて参りました。 

加えて、環境対策の継続的改善と環境リスクの低減を図るため、環境管理システムの国際標準

規格であるＩＳＯ１４００１の認証取得について、事業所単位で経費等を含めた取得戦略等を策定
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し、自主的に取り組んできたところですが、今年度は鹿児島支店が新規に取得したことで、ＮＴＴ

西日本全１６支店にて取得完了となりました。 

 

ⅲ．情報セキュリティの更なる強化 

また、「個人情報の保護に関する法律」の全面施行を踏まえ、これまで以上にお客様

情報の適正な取扱いが求められる中、グループ会社を含め横断的に指導するための「情

報セキュリティ推進本部」を設置するとともに、「委託会社におけるお客様情報保護に

関するセキュリティガイドライン」に基づくお客様情報の管理体制や管理方法の強化

に向けた業務委託会社へのキャラバン及び立ち入り点検を実施する等、お客様情報の

管理体制や管理方法の更なる強化を図りました。 

また、全社員（グループ会社や派遣社員等を含む）を対象としたお客様情報保護に関

する研修及びＷＥＢを用いた自己診断テストによる理解度チェック、並びに個人情報保

護に関する「Ｑ＆Ａ集」と注意事項をまとめた「ワンポイントアドバイス集」の作成・

配布を通じて、全社を挙げてお客様情報保護の強化に努めて参りました。 

 

ⅳ．災害時の復旧活動等 

災害発生時等にお客様の安否情報の確認用に提供してきた音声による「災害用伝言ダ

イヤル（１７１）」に加えて、昨今のインターネットの普及に伴い、動画やテキスト等

を活用した「災害用ブロードバンド伝言板（ｗｅｂ１７１）」の試行導入を８月より実

施することで、災害時のお客様の「安心・安全・信頼」の更なる向上を図りました。 

また、台風及び福岡西方沖地震に伴う建物損壊等で電話が使用できなかったお客様、

並びに避難指示・勧告によって実態的に電話が使用できなかったお客様について、その

期間における基本料金等の免除及び建物損壊で仮住居への移転工事等が生じた場合の

工事料金も免除といたしました。 

さらに、１１３故障受付につきましては、自然災害・設備故障等によりお客様からの

お問合せが急増・集中した場合、災害等影響の少ない他地域の１１３センタへお問合せ

を転送し、１件でも多く受付けられる体制を構築する等、西日本エリア全体のお客様サ

ービスレベルの維持・向上に努めて参りました。 

加えて、不良設備の早期発見・改修に向けて、ＮＴＴグループ内の体制の確立を図る

とともに、お客様からも不良設備の情報を提供していただく仕組み（設備１１０番）を

６月に確立しました。 

 

こうした取り組みのベースとして、お客様に安心してサービスをご利用いただけるよう、西日本

グループ全体で「カスタマー・ファースト活動」を更に推進していくことで、引き続きお客様から

の信頼確保に努めて参りました。 

 

 

以上の結果、当期の営業収益は２兆２９６億円(前期比３．３％減)、経常利益は５６

５億円（前期比２９．５％減）となりました。なお、当期純利益は３２６億円（前期比

２０．４％減）となり、４期連続で、黒字を達成いたしました。 

 



２． 比 較 貸 借 対 照 表

(単位　百万円)

第   ６   期 第   ７   期

(平成17年３月31日) (平成18年３月31日)

（ 資 産 の 部 ）

２，９２０，５２４ ２，９２０，８３１ ３０６

５５０，４５８ ６０６，４２９ ５５，９７１

１１，４０７ １０，５１４ △ ８９３

２７，８４７ ２９，８７７ ２，０２９

８２６，７３８ ８２９，４３５ ２，６９７

８，４９７ ７，１９８ △ １，２９８

６４７，０６０ ６３１，４９７ △ １５，５６３

５，１７７ ４，５４２ △ ６３４

５５５，０６７ ５２０，２６４ △ ３４，８０３

２１，５９１ １９，６４３ △ １，９４７

１，９１１ １，６９３ △ ２１７

１５２ １５２ ０

３５，４９１ ３５，１３９ △ ３５２

１９０，８７０ １８７，３５７ △ ３，５１３

３８，２５３ ３７，０８５ △ １，１６７

９４，８２３ ９９，７８８ ４，９６４

３，０１５，３４８ ３，０２０，６１９ ５，２７１

９，４９０ ７，７８０ △ １，７０９

１２，２１８ ６０，６２６ ４８，４０７

２，９７８ ２，７０７ △ ２７１

３９１，４８８ ３６０，６６６ △ ３０，８２１

９，６８９ １２，３３５ ２，６４６

△ ７１３ △ １，６３８ △ ９２４

４２５，１５１ ４４２，４７８ １７，３２７

３，４４０，４９９ ３，４６３，０９８ ２２，５９８

１１１，４７９ ９０，２７４ △ ２１，２０４

１４ ４ △ ９

３７９，１１９ ３３３，１５８ △ ４５，９６１

６９，３４１ １９，００３ △ ５０，３３７

３４，８３３ ３９，０９４ ４，２６１

３，１６３ ３，１４７ △ １６

６，４８０ ５，４８４ △ ９９６

８，０００ ７，１０６ △ ８９３

３１，１３０ ２３，６８９ △ ７，４４１

△ ３，２３３ △ ２，２３３ １，０００

６４０，３２９ ５１８，７２９ △ １２１，５９９

４，０８０，８２９ ３，９８１，８２８ △ ９９，００１

建 設 仮 勘 定

車 両 及 び 船 舶

工 具 、 器 具 及 び 備 品

関 係 会 社 投 資

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

長 期 前 払 費 用

科 目

固 定 資 産

電気通信事業固定資産

土 地

海 底 線 設 備

建 物

構 築 物

端 末 設 備

市 内 線 路 設 備

市 外 線 路 設 備

繰 延 税 金 資 産

その他の投資及びその他の資産

無 形 固 定 資 産

電気通信事業固定資産合計

投 資 有 価 証 券

投 資 そ の 他 の 資 産

土 木 設 備

有 形 固 定 資 産

機 械 設 備

空 中 線 設 備

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

増  減 （△）

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

未 収 入 金

貸 倒 引 当 金

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

機 械 及 び 装 置
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(単位　百万円)

第   ６   期 第   ７   期

(平成17年３月31日) (平成18年３月31日)

( 負 債 の 部 )

１，０５５，１９４ １，０５８，１３２ ２，９３８

７１０，０９０ ６３２，９１７ △ ７７，１７３

１０，１１２ １２，６９０ ２，５７７

１，７７５，３９７ １，７０３，７４０ △ ７１，６５６

２００，０９０ １９３，７４６ △ ６，３４３

１６７，２１８ １３３，９７３ △ ３３，２４４

４２，０００ ４５，０００ ３，０００

２６９，３３２ ２４８，８０７ △ ２０，５２４

２４，９９５ ２２，７１１ △ ２，２８３

２，４８１ １，１０１ △ １，３７９

５，２０１ ６，４５９ １，２５７

３３，２４６ ６８，００２ ３４，７５６

９７ １４３ ４６

１０，０２６ ５，５７６ △ ４，４５０

７５４，６９０ ７２５，５２４ △ ２９，１６５

２，５３０，０８７ ２，４２９，２６４ △ １００，８２２

( 資 本 の 部 )

３１２，０００ ３１２，０００ －

１，１７０，０５４ １，１７０，０５４ －

１，１７０，０５４ １，１７０，０５４ －

６８，６７０ ７０，１１２ １，４４２

６８，６７０ ７０，１１２ １，４４２

１７ ３９６ ３７８

１，５５０，７４１ １，５５２，５６３ １，８２１

４，０８０，８２９ ３，９８１，８２８ △ ９９，００１

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

当 期 未 処 分 利 益

利 益 剰 余 金 合 計

株式等評価差額金

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

資 本 金

資 本 準 備 金

増  減 （△）

そ の 他 の 固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

科 目

固 定 負 債

関 係 会 社 長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

1 年 以 内 に 期 限 到 来 の
関 係 会 社 長 期 借 入 金

買 掛 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

コ マ ー シ ャ ル ･ ペ ー パ ー

前 受 金

負 債 合 計

預 り 金

前 受 収 益

そ の 他 の 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計
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３． 比 較 損 益 計 算 書

(単位　百万円)

１，９２１，０２５ １，８６０，３３９ △ ６０，６８６
１，８４６，３６７ １，８２３，１１５ △ ２３，２５２

４７３，１０７ ４６９，４６１ △ ３，６４６
２５，２７３ ２３，１９３ △ ２，０８０

５１８，０７８ ５１５，６４８ △ ２，４２９
９６，３８８ ９０，１８７ △ ６，２００

１０８，２０３ １０３，８３１ △ ４，３７１
５６，７１７ ５２，１９０ △ ４，５２７

４２２，０３２ ４２０，８１８ △ １，２１３
５５，３６３ ４７，５４０ △ ７，８２２
１９，０４０ ２９，２０９ １０，１６８
７２，１６１ ７１，０３３ △ １，１２８

７４，６５７ ３７，２２３ △ ３７，４３４

１７７，０２２ １６９，２８７ △ ７，７３５
１８１，５３１ １７４，４７０ △ ７，０６０

△ ４，５０８ △ ５，１８３ △ ６７４

７０，１４８ ３２，０４０ △ ３８，１０８

５６，０７４ ６６，６３３ １０，５５８
６ ６ △ ０

２７７ １４，２６１ １３，９８４
４７，６４８ ４６，４５９ △ １，１８９
８，１４２ ５，９０７ △ ２，２３５

４６，１３５ ４２，１７３ △ ３，９６２
１９，２６４ １７，２７３ △ １，９９１
２１，８５８ ２１，２３９ △ ６１９
５，０１２ ３，６６０ △ １，３５１

８０，０８７ ５６，５００ △ ２３，５８６

１０，１７０ １８，１８８ ８，０１７
１０，１７０ １８，１８８ ８，０１７
７，１８１ － △ ７，１８１

７，１８１ － △ ７，１８１

８３，０７７ ７４，６８９ △ ８，３８８

△ ５７，１２０ １０，５３４ ６７，６５４

９９，１００ ３１，４５６ △ ６７，６４３

４１，０９７ ３２，６９７ △ ８，３９９

２７，５７２ ３７，４１５ ９，８４２

６８，６７０ ７０，１１２ １，４４２

雑 支 出

退 職 給 付 会 計 基 準
変 更 時 差 異 分 割 費 用 処 理 額

経 常 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益 の 部
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

営 業 収 益

施 設 保 全 費

当 期 未 処 分 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

物 件 貸 付 費 用

営 業 外 損 益 の 部

減 価 償 却 費
固 定 資 産 除 却 費

共 通 費

営 業 利 益

管 理 費
試 験 研 究 費

支 払 利 息 及 び 割 引 料

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

受 取 配 当 金
物 件 貸 付 料
雑 収 入

受 取 利 息 及 び 割 引 料

第 ６ 期

附 帯 事 業 営 業 損 失 （ △ ）

通 信 設 備 使 用 料
租 税 公 課

営 業 費
運 用 費

電 気 通 信 事 業 営 業 利 益

科 目

経 常 損 益 の 部

営 業 損 益 の 部

増  減 （△）

附 帯 事 業 営 業 損 益
営 業 収 益
営 業 費 用

営 業 費 用

第 ７ 期

電 気 通 信 事 業 営 業 損 益

平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで

平成16年４月１日から
平成17年３月31日まで
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(単位　百万円)

Ⅰ

８３，０７７ ７４，６８９ △ ８，３８８

４３５，０６０ ４３５，２３６ １７６

３３，３１９ ２７，３０８ △ ６，０１０

△ ８０，３４６ △ ７７，１７３ ３，１７３

１，９５６ ４９，６３８ ４７，６８２

４，６０６ △ ４，２６１ △ ８，８６７

△ ６，３９０ △ ４８，６８５ △ ４２，２９５

△ ６２ △ ２，７４３ △ ２，６８０

△ ２，６５２ － ２，６５２

△ ３，３８１ ８，４１６ １１，７９７

４６５，１８７ ４６２，４２６ △ ２，７６０

２８３ １４，２６７ １３，９８３

△ １９，６９８ △ １７，３２６ ２，３７２

５２，４３９ ５４，６６１ ２，２２２

４９８，２１２ ５１４，０２９ １５，８１７

Ⅱ

△ ３８１，３３２ △ ４７６，２７４ △ ９４，９４１

１３，５６７ １５，２６４ １，６９６

△ ３，６７８ △ ４９，６４６ △ ４５，９６８

２，２３９ ２，２４４ ５

△ １９７ △ ２，３７５ △ ２，１７８

△ ３６９，４０１ △ ５１０，７８７ △ １４１，３８６

Ⅲ

１９０，０００ １９６，６８５ ６，６８５

△ ２７６，２０１ △ ２００，０９０ ７６，１１１

２，０００ ３，０００ １，０００

△ ３４，４９４ △ ３１，２００ ３，２９４

△ １１８，６９６ △ ３１，６０５ ８７，０９０

Ⅳ １０，１１４ △ ２８，３６４ △ ３８，４７８

Ⅴ １１８，８０６ １２８，９２０ １０，１１４

Ⅵ １２８，９２０ １００，５５６ △ ２８，３６４

退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 又 は 減 少 (△) 額

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

税 引 前 当 期 純 利 益 又 は 純 損 失 (△)

減 価 償 却 費

固 定 資 産 除 却 損

売 上 債 権 の 増 加 (△) 又 は 減 少 額

た な 卸 資 産 の 増 加 (△) 又 は 減 少 額

仕 入 債 務 の 増 加 又 は 減 少 (△) 額

法 人 税 等 の 受 取 又 は 支 払 (△) 額

そ の 他

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

利 息 の 支 払 額

未 収 消 費 税 等 の 増 加 (△) 又 は 減 少 額

未 払 消 費 税 等 の 増 加 又 は 減 少 (△) 額

小 計

投 資 有 価 証 券 等 の 売 却 に よ る 収 入

そ の 他

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入

投 資 有 価 証 券 等 の 取 得 に よ る 支 出

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高

科　　　　　　　　　目

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 又 は 減 少 額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高

長 期 借 入 に よ る 収 入

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

短 期 借 入 に よ る 増 減 額

配 当 金 の 支 払 額

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

４．   比較キャッシュ・フロー計算書

第   ７   期第   ６   期

増　減 （△）
平成16年４月１日から
平成17年３月31日まで

平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで
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５． 比 較 利 益 処 分 案

(単位　百万円)

６８，６７０ ７０，１１２

３１，２００ ３１，２００

( １株につき 5,000円 ) ( １株につき 5,000円 )

５５ ５５

(１３) (１３)

３７，４１５ ３８，８５７

第 ６ 期 第 ７ 期

当 期 未 処 分 利 益

次 期 繰 越 利 益

摘 要

これを次のとおり処分します。

配 当 金

役 員 賞 与 金

（ う ち 監 査 役 分 ）
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(単位　百万円)

１，３６９，１９５ １，２５９，５４１ △１０９，６５３ △ ８．０

１８０，３２６ ２２９，５７２ ４９，２４６ ２７．３

１７４，３９２ １７１，６９５ △ ２，６９６ △ １．５

３１，１８０ ２９，８０６ △ １，３７３ △ ４．４

１６５，９２９ １６９，７２１ ３，７９１ ２．３

１，９２１，０２５ １，８６０，３３９ △ ６０，６８６ △ ３．２

１７７，０２２ １６９，２８７ △ ７，７３５ △ ４．４

２，０９８，０４８ ２，０２９，６２６ △ ６８，４２１ △ ３．３

６． 営  　業　  実　  績

第　　６　　期

営　業　収　益　合　計

科            目

第　　７　　期
増　減　額
（△）

増 減 率
（％）

電 報 収 入

その他の電気通信事業収入

附 帯 事 業 営 業 収 益 合 計

電気通信事業営業収益合計

Ｉ Ｐ 系 収 入

音声伝送収入

専 用 収 入

（ＩＰ系除く）

（ＩＰ系除く）

（ 再 ） 基 本 料

（ 再 ） 通 話 料

（再）相互接続通話料

８７２，８８６

１９８，７３３

２０９，５４４

７８０，３１２

１７９，０９９

２１０，８２７

９２，５７３△

１９，６３４

１，２８２

△

０．６

△

１０．６△

９．９

平成16年４月１日から
平成17年３月31日まで

平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで
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7．役 員 の 異 動 

 

(1) 新任取締役候補 

   伊佐治  正 隆 （岡山支店長） 

   庄 司  哲 也 （人事部長） 

 

(2) 退任予定取締役 

   常務取締役  高 野  博 明 （㈱エヌ・ティ・ティ・カードソリューション 入社予定） 

   取締役      髙江洲  文 雄 （㈱エヌ・ティ・ティ ネオメイト 入社予定） 

   取締役    上 野  至 大 （当社 相談役 就任予定） 

 

(3) 代表取締役予定者 

 ①代表取締役社長予定者 

   代表取締役社長   森 下  俊 三 

 

 ②代表取締役副社長予定者 

   代表取締役副社長  江 部    努 

   代表取締役副社長  結 城  淳 一 

 

 ③代表取締役常務取締役予定者 

   常務取締役     大 竹  伸 一 

 

(4) 役員の人事の予定 

 
     

新役職名 
 

（氏   名） 

 
    現役職名および 
     現担当業務 
 

代表取締役副社長 
 
 
 
 
 

 
 
代表取締役副社長 
 
 
 

江 部    努 
 
 
 
 
 

 
 
結 城  淳 一 

 
 
 

代表取締役副社長 
ブロードバンド推進本部長 
制度担当 
経営企画部担当 
財務部担当 
人事部担当 

支店担当 
 
代表取締役副社長 
基盤サービス推進本部長 
総務部担当 
情報セキュリティ担当 

） （ ） （ 
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新役職名 
  

（氏   名） 

 
    現役職名および 
     現担当業務 
 

代表取締役常務取締役 

 
 
 
 
取締役 
 

 
 
取締役 
 
 
 

取締役 
 
 
 
 
取締役 

 
 
取締役 
 
 
取締役 

 
 
 
取締役 
 
 

 
取締役 
 
取締役 
 
取締役 

大 竹  伸 一 

 
 
 
 
尾 﨑  幸 博 

 

 
 
軸 屋  真 司 

 
 
 

片 山  泰 祥 
 
 
 
 
渡 辺  隆 之 

 
 
伊 藤  卓 志 

 
 
西 尾  彰 夫 

 
 
 
村 尾  和 俊 

 
 

 
伊佐治  正 隆 

 
庄 司  哲 也 

 
鵜 浦  博 夫 

常務取締役 

ソリューション営業本部長 
技術部担当 
設備部担当 
 
取締役 
ブロードバンド推進本部 

ＢＢアクセスサービス部長 
 
取締役 
ブロードバンド推進本部 
ＢＢアプリケーションサービス部長 
 

取締役 
基盤サービス推進本部 
基盤サービス部長 
設備部長兼務 
 
取締役 

財務部長 
 
取締役 
名古屋支店長 
 
取締役 

ソリューション営業本部副本部長 
ソリューションビジネス部長兼務 
 
取締役 
経営企画部長 
相互接続推進部担当 

 
岡山支店長 
 
人事部長 
 
取締役 

 

（注）当社が再任を予定している取締役のうち、鵜浦博夫氏は社外取締役候補者です。 

 

以  上 

） （ ） （ 



平成１７年度（第７期）決算概要

平成１７年４月１日から
平成１８年３月31日まで

【損益状況】
（単位　億円）

区　　　　分

営 業 収 益

営 業 費 用

（営　業　利　益）

（営 業 外 利 益）

（経  常  利　益）

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等

当 期 純 利 益

【利益処分案】

（単位　億円）

区　　　　分

                                                                                                                                                                                                                                                               当 期 未 処 分 利 益

                                                                                                                                                                                                                                                               配 当 金

役 員 賞 与 金

利 益 処 分 計

                                                                                                                                                                                                                                                               次 期 繰 越 利 益

【次期業績予想】
（単位　億円）

                                                                                                                                                                                                                                                               次 期 業 績 予 想

0.55

312

0.0% 

△20.4% △83

701

当　　期

410326

0

△29.5% 

78.8% 

増減率

－ 

△10.1% 

△3.3% 

145

△235

80

△1.5% 

△54.3% 

146.1% 

△381

419

320

800

101

565

181

－

746 830

△71

419

△83

当　　期 前　　期 増減額

20,296 20,980

312

388

△684

△30319,975 20,278

244

701

99

71

当期純利益

19,740 220 300 170

区　　　　分 営業収益 営業利益 経常利益

平成１８年５月１２日
西日本電信電話株式会社

＊   当期純利益　　    　  326

  前期繰越利益　　　　  374

    当期未処分利益      701＊
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【営業収益・営業費用の内訳】

(1)営 業 収 益 （単位　億円）

増減率

（ＩＰ系除く） 12,595 13,691 △1,096 △8.0% 

7,803 8,728 △925 △10.6% 

1,790 1,987 △196 △9.9% 

2,108 2,095 12 0.6% 

2,295 1,803 492 27.3% 

（ＩＰ系除く） 1,716 1,743 △26 △1.5% 

298 311 △13 △4.4% 

1,697 1,659 37 2.3% 

1,692 1,770 △77 △4.4% 

20,296 20,980 △684 △3.3% 

(注)音声伝送収入の再掲欄は、電話収入と総合ディジタル収入の合算値である。

(2)営 業 費 用
（単位　億円）

増減率

　　　 1,827 1,951 △124 △6.4% 

　　　 12,695 12,776 △81 △0.6% 

　　　 4,251 4,258 △6 △0.2% 

　　　 482 561 △79 △14.1% 

　　　 719 730 △11 △1.6% 

19,975 20,278 △303 △1.5% 

増減額

電 報 収 入

附 帯 事 業 営 業 収 益

当  期 前  期

音声伝送収入

当  期 前  期 増減額

専 用 収 入

Ｉ Ｐ 系 収 入

そ の 他 の 電 気 通 信 事 業 収 入

（再）基　本　料

（再）通　話　料

営　業　費　用　計

区　　　　分

区　　　　分

営　業　収　益　計

人 件 費

物 件 費

減 価 償 却 費

（再）相互接続通話料

租 税 公 課

固 定 資 産 除 却 費
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【資産・負債および資本の状況】

（単位　億円）

増減額 増減率

34,630 225 0.7% 

5,187 △1,215 △19.0% 

39,818 △990 △2.4% 

17,037 △716 △4.0% 

7,255 △291 △3.9% 

24,292 △1,008 △4.0% 

12,968 △4 △0.0% 

15,525 18 0.1% 

39,818 △990 △2.4% 

【キャッシュ・フローの状況】
（単位　億円）

増減額 増減率

5,140 158 3.2% 

△5,107 △1,413 △38.3% 

△316 870 73.4% 

1,289 101 8.5% 

1,005 △283 △22.0% 

当期末 前期末

15,507 

25,300 

12,972 

固 定 資 産 34,404 

6,403 

40,808 資 産 合 計

40,808 負 債 ・ 資 本 合 計

資 本 合 計

（再）

負 債 合 計

有 利 子 負 債

流 動 資 産

区　　　　分

固 定 負 債 17,753 

7,546 流 動 負 債

区　　　　分

営業活動によるキャッシュ・フロー

前　期

4,982 

当　期

1,188 

1,289 

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高

現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 末 残 高

△3,694 

△1,186 
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【参考数値】

１．加入電話等施設数の状況

増減数 増減率

23,802 △1,594 △6.3% 

3,748 △293 △7.3% 

加入電話等施設数 27,550 △1,888 △6.4% 

（注１）加入電話施設数は、一般加入電話、ビル電話の合計である。（加入電話・ライトプランを含む）

（注２）INSﾈｯﾄ1500は、チャネル数、伝送速度、回線使用料（基本料）いずれについてもINSﾈｯﾄ64の10倍
　　　  程度であることからINSﾈｯﾄ1500の1契約をINSﾈｯﾄ64の10倍に換算したものである。
 　　　（INSﾈｯﾄ64・ライトを含む）

２．ＩＰ系サービス施設数の状況 （単位　千契約）

増減数 増減率

1,530 779 750 96.3% 

2,682 2,374 307 12.9% 

284 356 △72 △20.1% 

３．従業員の状況 （単位　人）

増減数 増減率

12,250 12,850 △600 △4.7% 

４．設備投資の状況 （単位　億円）

増減額 増減率

4,629 3,978 651 16.4% 

フレッ ツ・ ＩＳ ＤＮ

フレッ ツ・ ＡＤ ＳＬ

フ レ ッ ツ 光

区　　　　分

加入電話施設数(千加入)

当期末

当期末

ＩＮＳﾈｯﾄ施設数(千契約)

区　　　　分

前期末

25,396 

4,042 

29,438 

前期末

前  期

前期末

従 業 員 数

設 備 投 資 額

当  期区　　　　分

区　　　　分 当期末
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